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1971年（過去最多）
死亡者数：108

1972年（過去最多）
死傷者数：５,１２１

2012年（過去最少）
死傷者数：1,141 ２０１８年（過去最少）

死亡者数：７

☞ 令和７年の死亡者数は９人（前年比－１人）でした。死亡者の業種内訳は、建設業２人、運輸交通
業１人、林業３人、その他の事業で３人でした。

☞ 令和７年の死傷者数は、４年ぶりに減少し、1,250人となりました。減少幅は前年比－8.8％と
大幅に減少しました。

休業４日以上の死傷者数｜ 全産業
※ 出典は労働者死傷病報告、死亡災害報告。死傷者数に死亡者数を含む。

※ 新型コロナウイルスり患者を除く。
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1961年（過去最多）
死傷者数：481,686
死亡者数：6,712

2009年（過去最少）
死傷者数：105,718 2025年（過去最少）

死亡者数：７００

労働災害による死傷者数｜ 全産業
※ 出典は労働者死傷病報告、死亡災害報告、労災保険給付データ。死傷者数に死亡者数を含む。

※ 新型コロナウイルスり患者を除く。

※1972年以前は休業８日以上、1973年以降は休業４日以上の死傷者数を表す。

☞ 全国の令和７年の死亡者数は過去最少の7００人（前年比－４６人）でした。

☞ 令和７年の死傷者数は135,３３３人でした。

全国
（死亡者数：人） （死傷者数：万人）

死傷者数

死亡者数

死傷者数

死亡者数

25
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3

労働災害発生状況
令和７年
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N=1,250

休業４日以上の死傷者数｜ 主要業種の割合と推移
新型コロナウイルスり患者を除く死傷者数

☞ 第三次産業の労働災害が約半分を占めています。
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☞ 死亡災害は約20年ぶりに発生しませんでした。
☞ 死傷者数は長期的には減少しています。

☞ 死亡災害は２件発生しました。
☞ 死傷者数はここ数年増減を繰り返しています。

☞ 死傷者数は４年連続で減少しています。 ☞ 死亡災害が３件発生しました。
☞ 死傷者数は昨年と同じでした
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第三次産業｜死傷者数

飲食店

社会福祉施設

小売業

第三次産業：左軸

☞ 令和7年は第三次産業で全体的に労働災害の
発生件数が減少しました。

（人）（人）
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休業４日以上の死傷者数｜ 事故の型別 新型コロナウイルスり患者
を除く死傷者数

☞令和６年と令和７年を比較すると、多くの事故の型で減少しています。
☞なお、1６年連続で「転倒」が事故の型としては最多の類型となっています。
☞令和６・７年ともに「はさまれ、巻き込まれ」で最多の３件の死亡災害が発生しています。
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令和６年の死傷者数

令和７年の死傷者数
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N=378

第三次産業

６３%

転倒災害の業種別割合

☞業種ごとに転倒災害の発生状況を見ると、小
売業や社会福祉施設をはじめとした第三次産
業に占める割合が、労働災害全体で見た時と
比べて高いことがわかります。

2m以上

23%

2m未満

77%

令和
７年

N=２０９

墜落災害の内訳

☞墜落災害は多くの場合で２ｍ未満の高さからの
墜落によって発生していることがわかります。

☞一方で、令和7年に発生した墜落の死亡労働災
害についてはいずれも２ｍ以上であったことや、
２ｍ以上の高所からの墜落は何らかの法違反を
構成する可能性があることに留意が必要です。
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休業４日以上の死傷者数｜ 被災者年齢別大分県

（人）

☞令和６年と令和７年を比較すると、ほとんどの年代で被災者数は減少していますが、２０代
の労働者は増加しています。

☞ただし、60代以上の被災者数は引き続き、最多である状況です。
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全国 雇用者全体に占める60歳以上の割合 全国 労働災害による死傷者数
に占める60歳以上の割合
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■総数 ■60歳以上 ー60歳以上割合

令和６年の死傷者数

令和７年の死傷者数

☞全国的な傾向として、雇用者全体及び労働災害による死傷者数に占める６０歳以上の割
合は増加傾向にあります。その中で、労働災害による死傷者数に占める６０歳以上の割合
は、雇用者全体に占める割合よりも高い水準で推移しています。人口動態から推計すると、
雇用者全体に占める６０歳以上の割合は２０４０年には３０％台に到達すると見込まれてお
り、労働災害による死傷者数に占める６０歳以上の割合はこれに伴ってさらに高まる可能
性があり、一層の高年齢者に対する労働災害防止の取組が必要です。
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